
物理学では、観察者がどのような座標系に存在するかが、時間に関する観察に影響

する。静止基準系に位置する観察者と移動基準系に位置する観察者を考えた場合、後

者で流れる時間が遅くなっていると前者は観察する。しかし、後者は自らの座標系の

時間が遅いとは観察できない。政治体制論の場合にも同じことが生じるわけではない

が、観察者がどの時点に存在するかは観察結果に影響する。政治体制の変化を、いつ

の時点で観察するかで、議論のもつ意義が大きく変わるのである。とりわけこの種の

ずれを感じさせるのが、民主主義と権威主義の関係をめぐる近年の政治体制論の変化

である。

開発途上国をめぐる政治体制論の変化を振り返ってみよう。1970年代まで、世界各

国の政治体制は民主主義と権威主義に截然と分けるのが通例であった。民主主義国家

は、北米・西欧に主として存在し、日本のように非欧米地域に民主主義国が存在する

のは例外的な事例であった。アジア・アフリカ、ラテンアメリカの、主として開発途

上国に存在するのは、非民主的な権威主義体制の国家であるというのが常識的な見方

であった。この頃の政治体制論の主要なテーマのひとつが、権威主義体制から民主主

義体制への体制転換を意味する、民主化であった。なぜ開発途上国は民主化しないの

か、あるいは民主化に失敗するのかが問われたのである。

ところが、状況は1970年代末から1990年代にかけて大きく変貌する。南欧から始

まり、ラテンアメリカ、東アジア、冷戦終結後は東欧へ、そしてアフリカへと、民主

化の波が押し寄せたのである。この流れはハンチントンによって「第3の波」と名付

けられる（Huntington 1993）。民主主義体制は欧米先進国の専有物ではなく、途上国を

含めてどこにでもみられる、ごく普通の政治体制になりつつあると考えられた。

しかし、21世紀の境目を前後して、新たに民主主義を名乗った国々で、選挙をして

も権力者の交代はみられず、政府が引き続き市民の権利を抑圧する例が少なくないこ

とがわかってきた。もちろん、スペインやギリシャ、韓国など、政治体制が民主主義

であり続ける国も存在するが、そればかりではなかったのである。民主主義とも権威

主義とも言いがたい政治体制をどう捉えるかが、21世紀冒頭の政治体制論の大きな課

題となる。委任民主主義（O’Donnell 1994）、選択肢なき民主主義（Mkandawire 1999）、
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ヴァーチャル民主主義（Joseph 1999）などが、こうした曖昧な政治体制を民主主義の

側から捉えようとする試みであったのに対し、準権威主義（Ottaway 2002）、選挙権威

主義（Schedler 2006）、競争的権威主義（Levitsky and Way 2010）などが、権威主義の側

からの位置付けである。形容詞つきの民主主義や権威主義は、いかにもまがい物に考

えられたのであろう。一応選挙はしているが、欧米諸国の民主主義とは実態がかけ離

れている。こうした中間的な政治体制は、しかしいずれは形容詞がつかない民主主義

体制に移行するものであって、過渡期の現象だと当初は考えられていた。ところが、

中間形態の政治体制が、意外にも民主化せず、存続し始める。本特集に引きつけて言

えば「選挙権威主義はなぜ存続するのだろうか」が、政治体制論の関心事となったの

である。

ところが、議論は三転する。2010年代にさしかかると、民主主義が世界的に後退し

ているのではないかとの議論が盛んになってきた。ダイアモンドによると、民主化し

たはずの開発途上国で権威主義へと転落する国が増えてきているうえ、強固な民主主

義を誇る国でも権威主義的な傾向が成長してきている（Diamond 2015）。民主主義の

後退と呼ばれる現象が発生しているのである。もっとも、この議論には批判もなされ

ている。例えばリビツキィとウェイは、民主主義国家の数には変動がなく、権威主義

的傾向として現われているのは、冷戦後の政治経済的混乱のなかで緩んでいた権威主

義体制が再び強化される動きであるとする（Levitsky and Way 2015）。川中の整理によ

ると、民主主義の後退にはダイアモンドが指摘する事例とリビツキィとウェイが指摘

する事例が混在しており、第3の波のように世界的規模で大きな変化が生じているわ

けではない（川中 2018）。ただし、共通してみられるとしてよいのは、大統領など執

政長官に対する、議会やマスメディア、司法の影響力後退である。権力間の均衡が破

れ、執政権力が突出する傾向がみられる（菊池 2018）。比較政治学的に言うと、水平

的アカウンタビリティーが機能しにくくなりつつあるのである。

＊

整理すると、開発途上国をめぐる政治体制論は、民主化から、選挙権威主義をはじ

めとする混合形態、民主主義の後退へと、十数年間隔で変化してきたと言える。こう

した変化を追うのは、知的作業として楽しいし、新しい概念は変化する新しい現実を

捉えるのに適してもみえる。しかし、一度立ち止まって考えると、ある種の気持ち悪

さを感じる。とりわけそれが強くなるのは、過去の論争を読み返しているときであ

る。

比較政治学が現在の政治体制に関心を寄せるのはごく自然なことであるし、私たち

はまだ生じてもいない未来の出来事を観察できない以上、観察者の観察視点は現在か

らとならざるをえない。しかし、過去の論争が、当時はともかくも現在では明らかに

意義のないものと思われることは少なくない。翻って、現在の私たちのまなざし、私
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たちの観察、そしてその観察の分析結果から明らかにされたことは、未来の観察者か

らみて妥当なものと言えるのであろうか。

筆者が研究対象としている韓国を例にして考えてみよう。

1948年に独立した韓国は、当初は民主主義体制であったと言いうるが、ほどなくし

て李承晩大統領に権力が集中するようになり、1960年に学生革命により亡命せざるを

えなくなるまで、政権を握り続けた。その後、短い民主化期と軍政期を経て、1963年

より朴正煕政権前半である第3共和制が1972年まで続く。李承晩政権と朴正煕政権の

前半は、政権を争いうる野党が存在し、大統領を選出する選挙も行なわれていた。大

統領選挙で政権が交代することはなかったが、接戦となることは少なくなく、議会選

挙でも野党は善戦したのである。言論の自由が十全に保障されていたわけではなく、

政府による選挙干渉、選挙不正も行なわれていたので民主主義体制とは言えないであ

ろうが、この体制が権威主義体制なのか、民主主義体制なのかの議論は存在した。現

在の用語を用いれば選挙権威主義であったろう。短い幕間劇はあったが、選挙権威主

義体制は長期にわたって続いたと言える。

1972年、朴正煕は維新体制への移行を宣言して、憲法を改正した。大統領直接選挙

を廃し、大統領は統一主体国民会議という、大統領が任命する議員たちによる選挙で

選出することとし、大統領に国民の自由を大幅に制限する権限を与える、より強力な

権威主義体制に移行した。大統領は制度的には国民に対して責任を負わず、権力の交

代は事実上予定されない。野党は存在し、独裁政権を批判はするが、政権交代不可能

な状況では迫力を欠く。この体制は、1979年の朴正煕暗殺、短い民主化期と軍政期を

経て、若干の補正をしつつ全斗煥政権へと引き継がれ、1987年まで続いた。国会議員

選挙は存在したが、もはや選挙権威主義ではなく、冷戦以前に開発途上国でよくみら

れた権威主義体制である。1972年の体制移行は、今日の専門用語で表現すれば広い意

味での民主主義の後退に近い。

＊

ここで考えてみよう。李承晩政権期と朴正煕政権前半の第3共和制期、韓国の選挙

権威主義はなぜ民主化にも向かわずに長期にわたって続いたのであろうか、と問うこ

とは、その当時においては意義があることだったかもしれない。しかし、維新体制期

や全斗煥政権期という時点に立てば、それが問われることはほとんどないであろう。

同様に、維新体制以降の時点で、民主主義の後退がなぜ生じたのかを問うことは意義

があるかもしれないが、1987年の民主化以降の時点に立てば、やはりそのような問い

を立てられることはほとんどない。もちろん、後者の問いは、再び権威主義体制が復

活することがないようにするためにはどうすればよいかという、実践的な関心から、

歴史に学ぶとしてなされることはあるであろうが、それは学問的な関心とは異なる。

現在の時点に立てば、韓国の政治体制に関する圧倒的な関心は、なぜ民主化に成功し
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たかであろう。あるいは、どうして長期にわたって民主主義体制が存続しているの

か。

韓国の政治体制の変化についてみてきたことは、政治体制論の議論の難しさを示し

ている。私たちは、眼前で発生している極めて印象深い現象がどのようになっている

のか、なぜ発生しているのか理解したいと考える。また、それを知ることが重要だと

も考える。しかし、その際に立てられる問いは、本当に意味のある問いなのか、少し

未来からみてみれば実はあまり論じる意義のない現象なのではないか、立ち止まって

検討する必要がある。
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